
（平成２２年１０月２７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 1 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 10 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 8 件

年金記録確認愛媛地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

愛媛厚生年金 事案 698 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録については、申立期間①は 13 万

円、申立期間②は８万円、申立期間③は９万 8,000円、申立期間④は 16万円、

申立期間⑤は 13 万円、申立期間⑥は 19 万 6,000 円及び申立期間⑦は 12 万

7,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の当該期間に係る標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 24日 

② 平成 16年７月 26日 

③ 平成 17年７月 22日 

             ④ 平成 17年 12月 22日 

⑤ 平成 18年７月 26日 

⑥ 平成 18年 12月 22日 

⑦ 平成 19年７月 24日 

ねんきん定期便により、申立期間にＡ社から支給された賞与について、

厚生年金保険の記録が無いことが分かった。 

Ａ社は、社会保険事務所（当時）に申立期間に係る厚生年金保険被保険

者賞与支払届を提出しようとしたが、社会保険事務所から時効により厚生

年金保険料を納付することができない旨の通知があり、当該届出を行わな

かった。 

保管している賞与明細書及び預金通帳により、申立期間に賞与が支給さ

れ、厚生年金保険料が控除されていることは間違いないので、年金給付額

に反映されるよう申立期間の標準賞与について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された所得税源泉徴収簿兼賃金台帳（写）及び賞与明細書

（写）により、申立人は、同社から申立期間に係る賞与の支払を受け、厚生



                      

  

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険の保険給付及

び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準賞与額を改定又は決定

し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉徴

収していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標

準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の

額を認定することとなる。 

このため、申立期間に係る標準賞与額については、前述の所得税源泉徴収

簿兼賃金台帳（写）及び賞与明細書（写）における厚生年金保険料控除額か

ら、申立期間①は 13 万円、申立期間②は８万円、申立期間③は９万 8,000円、

申立期間④は 16万円、申立期間⑤は 13万円、申立期間⑥は 19万 6,000円及

び申立期間⑦は 12万 7,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保

険事務所に提出しておらず、保険料を納付していないとしていることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて、納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

 



                      

  

愛媛国民年金 事案 564 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成６年５月から同年９月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年５月から同年９月まで 

平成６年３月に大学を卒業した後、就職した会社を同年４月の途中に辞

めて実家に帰り、大学院入学のため勉強をしていたので、学生時代と同様

に、役場で国民年金保険料の全額免除の申請を行った。 

私を取り巻く状況が変わるたび、国民年金保険料の免除の申請を行って

いるのに、申立期間のみ申請していないのは考えられない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「私を取り巻く状況が変わるたび、国民年金保険料の免除の申

請を行っている。」と述べているところ、申立期間以前の平成３年 11 月から

６年３月までの大学在学中の期間、申立期間以後の 18年 10月から 20年３月

までの期間及び 21 年３月から現在までの期間について、その都度、保険料の

免除申請を行い、承認されており、申立期間において失業中であった申立人

が免除申請をしたとしても不自然ではない。 

しかしながら、申立人の国民年金保険料の免除申請がなされたことを示す

関連資料（免除決定通知書等）が無い上、保険料の免除が承認されるために

は、保険料免除基準に基づき被保険者の属する世帯の世帯全員の前年の所得

額から算定された数値が当該基準で規定された数値以下であることが必要で

あるところ、申立期間当時、申立人の父親のオンライン記録から算出した所

得額を基に算定した数値は、免除基準数値を上回っていたと考えられ、仮に

申立人が免除申請を行っていたとしても、当該申請が承認されたとは考え難

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認める

ことはできない。 



                      

  

愛媛国民年金 事案 565  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年 12 月から 53 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年 12月から 53年７月まで 

    昭和 47 年 12 月に夫の転勤に伴いＡ市へ転居した際に、夫が国民年金の

加入手続を行ってくれた。 

    国民年金に加入後は、Ａ市に居住していた期間及びＢ市に居住した昭和

52 年４月以降の申立期間についても、集金に来ていた女性の方に、ずっと

国民年金保険料を納付していたはずなのに、申立期間の保険料が未納とさ

れていることに納得できない。 

            

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は、「Ａ市及びＢ市ともに女性の集金人

が来ていたと思うが、国民年金保険料額や領収書の様式等について全く覚え

ていない。」と述べている上、申立人の国民年金の加入手続を行い、申立期

間の国民年金保険料を数回納付したとする申立人の夫は、「申立人の国民年

金手帳の交付状況、国民年金保険料額及び領収書の様式等について、申立期

間当時のことはよく覚えていない。」旨述べており、国民年金の加入状況、

保険料の納付状況等が不明である。 

また、申立人が居住していたＡ市において、申立人に係る国民年金被保険

者名簿が無い上、同市は、「一度でも国民年金に加入していれば、国民年金

異動連絡票兼索引簿を作成し保管しているはずであるが、申立人に係る同索

引簿は無い。」としており、同市における申立人の国民年金の加入記録は見

当たらない。 

さらに、申立人は、Ｂ市において昭和 53 年８月９日付けで国民年金に任

意加入していることが、申立人が所持する年金手帳及び同市が保管する国民

年金被保険者名簿により確認でき、申立人はこのころに同市において国民年

金の任意加入手続を行ったと推認されることから、申立期間は国民年金の未



                      

  

加入期間であり、制度上、国民年金保険料を納付できない期間であったと考

えられ、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 

 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 699 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年９月１日から 57年３月２日まで 

申立期間当時、Ａ社及びＢ社の代表取締役として勤務していたが、Ｂ社

における厚生年金保険の加入日が同社の新規適用日（昭和 55 年９月１日）

より後の昭和 57 年３月２日となっていることに納得がいかない。Ｂ社にお

ける厚生年金保険被保険者資格の取得日を昭和 55 年９月１日に訂正、若し

くは、Ａ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日を 57 年３月２日に

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間においてＡ社及びＢ社の代表取締役であったことが

閉鎖登記簿謄本により確認できる。 

しかしながら、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、

同社の厚生年金保険被保険者であった申立人及びＢ社の取締役二人は、昭

和 57 年３月ころに同社の全喪日である 55 年９月１日にさかのぼって厚生

年金保険被保険者資格を喪失していることが確認できる。 

また、申立人は、「Ａ社もＢ社も全喪する最後のころは社会保険料を滞

納していたかもしれない。」と供述している上、前述の取締役の一人は、

「申立人は、Ａ社及びＢ社のすべてを取り仕切っていた。」と証言してい

ることから、申立人が、当該資格喪失手続について関与していなかったと

は考え難い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間当時、Ａ社において、社会保険事務に関与していた申立人が自ら

の厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る訂正処理に関与しながら、こ

の処理が有効なものでないと主張することは信義則上許されず、昭和 55 年

９月１日から 57 年３月２日までの期間について、同社における申立人の厚

生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録の訂正を認めることはできな



                      

  

い。 

２ 一方、Ｂ社については、申立人は、「Ｂ社の代表取締役として同社の厚

生年金保険の加入手続を行い、昭和 55 年９月１日付けで資格取得届を提出

したはずである。」と主張しているところ、オンライン記録によると、同

社は昭和 55 年９月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、同社に

係る健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、申立人が同社の従業員

であったとして紹介した者は、同日付けで厚生年金保険に加入しているこ

とが確認できるものの、申立人は 57 年３月２日に厚生年金保険に加入して

おり、当該処理は同年３月４日に行われていることが確認できる。 

また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、健康保

険被保険者番号に欠番は無い上、社会保険事務所（当時）の一連の手続に

不自然な事務処理も見当たらないことから、申立期間について記録の欠落

あるいは申立人以外による記録管理も考え難い。 

さらに、申立人は、申立期間における厚生年金保険料の控除についての

記憶が明確ではないことから、厚生年金保険の適用状況等について、確認

することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

なお、前述のとおり、申立人は、申立期間当時、Ｂ社の代表取締役であ

った上、前述の取締役の証言等により、同社の社会保険事務に関与してい

たと認められることから、申立人の厚生年金保険料が給与から控除されて

いたと認められたとしても、「厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付

の特例等に関する法律」第１条第１項ただし書きの規定により、Ｂ社が当

該義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態であったと認めら

れる場合に該当すると認められることから、申立期間については同法に基

づく記録訂正の対象とすることはできない。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 700 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年 10月１日から 30年８月１日まで 

    公共職業安定所で知り合った３人と一緒に、昭和 29 年 10 月ころ、Ａ社

（現在は、Ｂ社）に就職したにもかかわらず、厚生年金保険の被保険者資

格取得日は 30 年８月１日となっているで、申立期間について、厚生年金保

険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間において、Ａ社に勤務していたことは、複数の同僚の

証言により推認できる。 

しかしながら、申立人と同じく昭和 30 年８月１日付けでＡ社において厚生

年金保険に加入している元従業員は、「申立期間当時、Ａ社では、正社員に

なるための試用期間があった。」旨証言している上、申立人が、申立人と一

緒に同社に就職したとして氏名を挙げた同僚３人の厚生年金保険被保険者資

格取得日は、申立人と同じ 30 年８月１日となっていることが、同社に係る健

康保険厚生年金保険被保険者名簿により確認できることから、同社は入社後

すぐには、厚生年金保険に加入させない取扱いを行っていた可能性がうかが

われる。 

また、Ｂ社は、「申立期間当時の関係資料は無く、申立人に係る当時の状

況は不明である。」旨回答しており、申立人が申立期間における厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 701 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年７月６日から同年８月 15日まで 

    申立期間において、Ａ社が所有するＢ丸に乗船していたことが船員手帳

に記載されているにもかかわらず、船員保険の加入記録が無いので、当該

期間について、船員保険の被保険者として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間において、Ａ社が所有するＢ丸に甲板員として乗船して

いたことは、申立人から提出された船員手帳から確認できる。 

しかしながら、Ａ社に係る船員保険被保険者名簿において、申立期間又は

その前後の期間に船員保険に加入していることが確認できる元船員のうち一

人は、「Ａ社は、乗組員が乗船した際、すぐには船員保険に加入させていな

かったと思う。」旨証言している上、別の一人は、「私が所持する船員手帳

には、昭和 42 年８月８日から同年９月 15 日までの間、Ａ社の船に乗船した

記録が確認できるが、船員保険の加入記録は無い。乗船してもすぐ辞めてし

まいそうな船員については、同社は船員保険に加入させていなかったと思

う。」旨証言していることから、同社は、申立期間当時、乗船期間の短い一

部の船員について船員保険に加入させない取扱いを行っていた可能性がうか

がわれる。 

また、Ａ社に係る船員保険被保険者名簿において、申立人の氏名は確認で

きず、申立期間及びその前後の期間における船員保険被保険者番号に欠番も

無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

さらに、Ａ社は、昭和 54 年９月１日に船員保険の適用事業所に該当しなく

なっており、申立期間当時の事業主及びＢ丸の船長は、既に死亡している上、

申立人は、一緒に乗船した同僚を記憶しておらず、申立人に係る船員保険の



                      

  

適用状況等について、証言を得ることはできない。 

このほか、申立人の申立期間における船員保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 702 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年２月１日から 48年２月１日まで 

    昭和 46 年５月から 48 年２月ころまでＡ社の健康保険証を使用した覚え

があるので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和46年５月から48年２月ころまでＡ社の健康保険証を使用

した覚えがあるので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認

めてほしい。」旨申立てている。 

しかしながら、Ａ社の元事務担当者は、「Ａ社は昭和47年２月ころ倒産し

た。申立人は、同社の倒産により退社したと思う。同社は倒産により廃業し

た後は業務を行っていない。」と証言している上、事業所名簿によると、同

社は昭和47年３月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっていること

が確認でき、更に申立人に係る雇用保険の加入記録によると、申立人は同年

１月20日に離職していることが確認できることから、申立人が、申立期間に

おいて、同社に勤務していたとは考え難い。 

また、Ａ社における申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の

「証返納年月日」欄に、健康保険被保険者証の返納年月日が記入されていな

い上、申立人は、家庭の事情で健康保険被保険者証を返納する機会が無かっ

た旨述べていることから、申立人は、同社における健康保険厚生年金保険被

保険者資格を喪失する際、健康保険被保険者証を返納していなかったものと

考えられる。 

さらに、Ａ社は前述のとおり、昭和47年３月１日に厚生年金保険の適用事

業所ではなくなっており、申立期間当時の資料は無い上、当該期間当時の事



                      

  

業主は既に死亡しており、申立人に係る厚生年金保険の適用状況等について、

確認することができない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 703 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40年５月 10日から同年８月 30日まで 

②  昭和 41年５月 20日から同年８月 30日まで 

社会保険事務所（当時）から送付されたねんきん特別便により、Ａ社所

有のＢ丸に乗船していた申立期間①及びＣ社所有のＤ丸に乗船していた申

立期間②について、船員保険の加入記録が無いことが分かった。 

    しかし、申立期間当時、上記船舶に乗船していたことは確かなので、申

立期間について、船員保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ社に係る船員保険被保険者名簿（船名の記録無

し）により、申立期間①当時に共同で漁を行うために出港していた同社所

有の船舶に乗船していたことが確認できる乗組員 10 人に申立人の勤務実態

について確認したところ、申立人を記憶している６人の中で申立人の乗船

時期又は乗船期間を記憶している３人のうち、１人は、「昭和 40 年５月

10 日ごろ、申立人と一緒にＡ社を退職した。」、残りの２人は、「申立人

は、Ｂ丸に２か月ないし３か月しか乗船しておらず、同僚１人（申立人と

一緒にＡ社を退職したとする上記の乗組員）と同じころに退職した。」と

証言していること、及び申立人を記憶しているものの、申立人の乗船時期

又は乗船期間を記憶していない乗組員３人のうち、１人は、「申立期間①

当時は、毎年８月に、いったん、漁を終えていたが、申立人については、

あまり記憶が無いので、昭和 40 年８月より前に、Ａ社を退職した可能性が

ある。」と証言していることから、申立人が申立期間①において、Ｂ丸に

乗船していたことを確認することはできない。 

また、Ａ社は、既に船員保険の適用船舶所有者ではなくなっている上、



                      

  

申立期間①当時の社会保険事務担当者２人は、氏名を特定できず、連絡先

が不明であるため、申立期間①当時における申立人の船員保険加入状況に

ついて確認することはできない。 

さらに、Ａ社は、前述のとおり、既に船員保険の適用船舶所有者ではな

くなっている上、申立期間①当時の事業主及び経理担当者は、いずれも連

絡先が不明であるため、申立期間①当時の申立人に係る船員保険料の控除

について確認することはできない。 

加えて、申立人は、申立期間①当時、国民年金に加入し、国民年金保険

料を納付していたことが、申立人の国民年金被保険者名簿及びオンライン

記録により確認できる。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

２ 申立期間②について、申立人が記憶するＤ丸の船長及び同僚６人のうち、

船長は、申立人の乗船時期又は乗船期間を記憶しておらず、同僚は、いず

れも死亡又は連絡先が不明であることから、申立期間②当時における申立

人の勤務実態について確認することはできない。 

また、Ｃ社は、既に船員保険の適用船舶所有者ではなくなっている上、

申立期間②当時の事業主は、連絡先が不明であり、上記船長及び同僚６人

のうち、船長は、申立期間②当時の社会保険事務担当者を記憶しておらず、

同僚は、前述のとおり、いずれも死亡又は連絡先が不明であることから、

申立期間②当時における社会保険事務担当者を特定することはできず、申

立期間②当時における申立人の船員保険加入状況について確認することは

できない。 

さらに、Ｃ社は、前述のとおり、既に船員保険の適用船舶所有者ではな

くなっている上、申立期間②当時の事業主及び経理担当者は、いずれも連

絡先が不明であるため、申立期間②当時の申立人に係る船員保険料の控除

について確認することはできない。 

加えて、申立人は、申立期間②当時、国民年金に加入し、国民年金保険

料を納付していたことが、申立人の国民年金被保険者名簿及びオンライン

記録により確認できる。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。  

３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が船員保険の被保険者として、申立期間に係る船員保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 704 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年 10月１日から 35年 10月１日まで 

２年ほど前に送付されたねんきん特別便により、Ａ社における厚生年金

保険の加入期間が３か月しかなく、申立期間当時の加入記録が無いことが

分かった。 

しかし、申立期間当時、Ａ社Ｂ営業所に勤務していたことは確かなので、

申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶する同僚一人は、「申立人は、申立期間当時、Ｃ市にあった

Ａ社において、私と一緒にＤ社（現在は、Ｅ社）本店の新築工事に係る現場

事務を担当しており、１年間ぐらい勤務していたと思う。夏服を着て撮影さ

れた申立人の写真もあるので、昭和 35 年 10 月以前から勤務していたことは

確かである。」と証言していること、及びＡ社は、「申立期間当時、Ｃ市に

あった当社の出先の名称は、Ａ社Ｆ営業所Ｇ連絡所である。」と回答してい

ることから、申立人は、申立期間当時、同連絡所に勤務していたものと推認

される。 

しかしながら、Ａ社は、「申立期間当時、当社Ｆ営業所Ｇ連絡所の従業員

については、上部組織である同営業所において、厚生年金保険の加入手続を

行っていた。」と回答しているところ、同連絡所は、厚生年金保険の適用事

業所ではなかったことが、オンライン記録により確認できる。 

また、上記同僚は、「昭和 33 年にＡ社に入社し、39 年まで現場事務を担

当していたが、厚生年金保険に加入したのは、入社から２年ないし３年後で

ある。」と証言しており、申立人と同じ昭和 35 年 10 月１日に同社Ｆ営業所

において厚生年金保険被保険者資格を取得していることが、同営業所に係る



                      

  

健康保険厚生年金保険被保険者名簿により確認できる。 

さらに、Ａ社は、「申立期間当時における賃金台帳等厚生年金保険料の控

除について確認できる資料は残っていない。」と回答している上、申立期間

当時の経理担当者は、連絡先が不明であることから、申立期間当時の申立人

に係る厚生年金保険料の控除について確認することはできない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 705 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年７月６日から 45年３月１日まで 

社会保険庁（当時）から郵送されたねんきん特別便を見ると、Ａ社に勤

務していた申立期間について、厚生年金保険の加入記録が無いことが分か

った。 

しかし、昭和 44 年６月から申立期間を含む 10 か月ぐらいの間、Ａ社に

勤務していた記憶があり、給与の手取額は、申立期間当時も厚生年金保険

に加入した記録のある申立期間前とほぼ同じであったと思うので、申立期

間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は申立期間において、Ａ社に勤務していたと申し立てているが、雇

用保険の加入記録により、申立人が申立期間当時勤務していたのは、申立人

が勤務先として主張するＡ社ではなく、Ｂ社であったことが推認できる。 

しかしながら、申立人が申立期間当時に勤務していたとみられるＢ社は、

申立人が、同社において厚生年金保険の被保険者資格を取得した昭和 45 年３

月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時、適用事業

所となっていなかったことが、オンライン記録により確認できる上、同社は、

既に適用事業所ではなくなっており、申立期間当時に社会保険事務及び経理

を担当していた事業主は、死亡していることから、申立期間当時の申立人に

係る厚生年金保険料の控除について確認することはできない。 

また、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、申

立期間当時の事業主は、死亡していること、及び申立期間当時、同社に勤務

していた従業員等から、申立人が、申立期間当時、同社に勤務していた旨の

証言が得られないことから、申立人の勤務実態を確認することはできない。 



                      

  

さらに、Ａ社の申立期間当時の経理担当者一人は、申立期間当時における

厚生年金保険料の控除について、覚えていないとしていることから、申立期

間当時の申立人に係る厚生年金保険料の控除について確認することはできな

い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 706 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 62年 10月から平成元年９月まで 

             ② 平成４年 12月から６年８月まで 

             ③ 平成８年２月から同年９月まで 

             ④ 平成８年９月から９年２月まで 

             ⑤ 平成９年９月から同年 12月 

厚生年金保険の加入記録について年金事務所に照会したところ、Ａ社に

勤務していた申立期間①及び④、Ｂ社に勤務していた申立期間②、Ｃ社に

勤務していた申立期間③及びＤ社に勤務していた申立期間⑤について、加

入記録が無いことが分かった。 

しかし、申立期間当時、これらの会社において乗務員として勤務してい

たことは確かであり、厚生年金保険に加入し、厚生年金保険料を控除され

ていた記憶もあるので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①及び④について、申立人が、Ａ社に勤務していたことが、複

数の同僚の証言により、時期は特定できないものの、推認できる。 

しかしながら、オンライン記録により申立期間①及び④当時にＡ社に勤

務していたことが確認できる複数の同僚は、申立人について、アルバイト

の乗務員であったため、厚生年金保険に加入していなかった旨証言してい

る上、同社の事業主は、「申立期間①及び④当時の社会保険関係の資料を

廃棄しているため、申立期間①及び④当時、申立人が、厚生年金保険に加

入していたかどうか確認することはできないが、アルバイトの乗務員につ

いては厚生年金保険に加入させていなかった。」と回答している。 

また、Ａ社の事業主は、「申立期間①及び④当時の賃金台帳等厚生年金

保険料の控除について確認できる資料を廃棄している上、申立人の給与か



                      

  

ら厚生年金保険料を控除していたかどうかについて覚えていない。」とし

ているほか、申立期間①及び④当時の社会保険事務及び経理担当の事務員

２人は、氏名及び連絡先が不明であり、申立期間①及び④当時の申立人に

係る厚生年金保険料の控除について確認することはできない。 

さらに、申立人は、Ｅ市において、申立期間④当時、国民健康保険に加

入していたことが、同市の回答により確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①及び④における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

２ 申立期間②について、申立人はＢ社に勤務していたと申し立てているが、

同社から提出された申立人の雇用保険被保険者離職証明書（事業所控）

（写）により、申立人は、けがのため、平成４年３月 25 日から同年 11 月

30 日まで休業した後、同年 11 月 30 日付けで依願退職していることが確認

できる。 

また、申立人は、申立期間②当時の平成４年 12 月１日から６年８月 11

日まで、任意継続の健康保険に加入していたことが、全国健康保険協会Ｆ

支部の回答により確認できることから、申立期間②当時、厚生年金保険に

加入していなかったものと推認される。 

さらに、Ｂ社の事業主は、「時期は覚えていないが、申立人から、申立

期間②当時における厚生年金保険の加入について照会があったので、申立

人に賃金台帳等を見せて、未加入となっていることを説明したことを覚え

ており、申立期間②当時、申立人の給与から厚生年金保険料を控除してい

なかったと思う。」と回答している。 

加えて、申立人は、「平成４年３月ごろ、運転中の事故により入院し、

２年以上休業したが、当該休業期間も厚生年金保険に加入しており、この

うち、１年分の厚生年金保険料（約 50 万円）をＢ社の事務所に持参し、年

配の女性従業員に手渡したと思う。」と供述しているところ、当該供述は、

上記平成４年 11 月 30 日付け依願退職及び同年 12 月１日から６年８月 11

日まで任意継続の健康保険に加入していたことと矛盾する。 

このほか、申立期間②の申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

３ 申立期間③について、申立人は、申立期間③以後の平成８年 11 月８日か

ら９年２月 27 日までＣ社に勤務していたことが、同社から提出された申立

人の出勤簿により確認できる。 

しかしながら、Ｃ社の事業主は、「申立人は、出勤簿により勤務が確認

できる平成８年 11 月８日から９年２月 27 日までアルバイトの乗務員をし

ていたが、アルバイトの乗務員については、厚生年金保険に加入させてい

なかった。」と回答している。 

また、Ｃ社の事業主は、「申立人は、出勤簿により勤務が確認できる期

間において、厚生年金保険に加入していなかったので、申立人の給与から

厚生年金保険料を控除していない。」と回答しているところ、当該期間の



                      

  

うち、平成８年 11 月の厚生年金保険料を控除していないことが、同社が保

管する申立人の賃金台帳により確認できる。 

さらに、申立人は、Ｅ市において、申立期間③当時、国民健康保険に加

入していたことが、同市の回答により確認できる。 

このほか、申立期間③の申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

４ 申立期間⑤について、申立人はＤ社に勤務していたと申し立てているが、

申立人は申立期間⑤当時、雇用保険に加入していなかったことが、雇用保

険の加入記録により確認できる上、同社の事業主は、「申立期間⑤当時の

人事記録は既に廃棄している上、申立人が当社に勤務していたかどうか記

憶に無い。」と回答し、オンライン記録により申立期間⑤当時に同社に勤

務していたことが確認できる従業員の中で連絡の取れた６人は、いずれも

「申立人を覚えていない。」と証言していることから、申立期間⑤当時に

おける申立人の勤務実態について確認することはできない。 

また、申立期間⑤以前の平成７年８月からＤ社の社会保険事務手続を委

託されている社会保険労務士は、「Ｄ社について、電算機に入力している

厚生年金保険の加入記録及び厚生年金保険被保険者資格取得届（控）等を

確認したが、申立人の加入記録及び資格取得届（控）は、見当たらなかっ

た。」と証言している。 

さらに、Ｄ社の事業主は、「申立期間⑤当時の賃金台帳等厚生年金保険

料の控除を確認できる資料を既に廃棄している。」としている上、申立期

間⑤当時の経理担当の事務員１人は、申立期間⑤当時の申立人に係る厚生

年金保険料の控除について、記憶に無いとしている。 

加えて、申立人は、Ｅ市において、申立期間⑤当時、国民健康保険に加

入していたことが、同市の回答により確認できる。 

このほか、申立期間⑤の申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

５ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。  

 

 


